
 

 

２９年度農地中間管理機構の活動方針 

 

 

① 地域の話合いによる「担い手の確保と一体的な農地集積」の一層の展開  

・ これまでの取り組みを継続し、重点実施区域における話合い活動を進め、

担い手を明らかにし地域ぐるみの合意に基づく集積・集約化を一層進める。 

・ 地域の担い手農業者や法人への集積・集約化、担い手となる集落営農組織

の設立支援、担い手が不足する地域等における新規就農者や法人の参入促進

などを進める。 

・ 地域別の主な方向性として、平坦地域では土地利用型作物の省力化・コス

ト低減や施設園芸経営等の専業化等を目指し、中山間地域では地域農業の維

持発展や基盤整備の導入等を目指して、担い手への農地集積に取り組む。 

・ 専門員・駐在員が市町村及び農業委員会と連携して、話合い活動を推進。

県やＪＡは営農組織育成や営農指導、土地改良区は土地改良事業や賦課金等

の情報提供など各々の得意分野でサポートし、地域の世話役・リーダーと綿

密に打ち合わせながら地域のまとまった取組みにつなげる。 

 

② 熊本地震により被災された農業者、農地への対応  

・ 機構が借り受けている農地において、災害復旧事業の工事スケジュールの

関係で２９年度内での利用ができない農地を明らかにし、個別の状況を確認

の上、賃借料減免等の支援を行う。 

・ 機構は市町村等と共に支援すべき案件を精査する。 

 

③ 農業委員会と連携した農地利用最適化に向けた推進体制の構築  

・ ２９年度中に県内の約８割の農業委員会で農地利用最適化推進委員が設置

されることを受けて、農地利用の最適化に向けた機構と農業委員会との連携

推進体制の構築を目指す。 

・ そのため、県及び農業会議と協力して、地域ごとに農地利用最適化推進委

員及び農業委員の研修会を開催し、地域の実例を基に機構職員、農業委員等

が意見を出し合いながら集積・集約化の机上演習等を行い、集積・集約化を

推進する際のそれぞれの役割の認識や連携手法を確立する。 

・ 機構と農業会議は連携して、各農業委員会が行う農地利用最適化の優良な

取組みに対して顕彰を行う。 

  



 

④ 貸付希望農地に関する情報の一元化と効率的なマッチングの手法確立  

・ 高齢化の進展や遊休農地の利用意向調査結果を受けて貸付希望農地の増加

が想定されるなか、各市町村推進チームで貸付希望農地に関する情報を一元

化し、効率的なマッチングの手法を確立する。 

・ このため、推進チームを構成する市町村、農業委員会、ＪＡ、県振興局、

機構が貸付希望農地の情報を出し合い、整理して借受希望者へ提供した上で

推進チームにおいてマッチングを図るという手法を基本として、全市町村で

の試験的取組みを開始する。 

 

⑤ 更新案件における機構事業活用の推進  

・ 農業委員会及びＪＡが持っている更新案件の情報をリスト化し、市町村推

進チームで情報の共有化を図るとともに、ターゲットを絞った新たなモデル

を構築する。 

・ 更新時に機構利用を広く関係者に訴えるだけでは機構の活用は進まないと

思われるため、更新において重要な受け手となっている担い手が機構の利用

を希望するよう、担い手へ以下の働きかけを行う。 

Ａ 農業法人等大規模経営体の機構への付け替え（支払い一本化メリット） 

Ｂ 担い手同士の貸借農地の交換による集約化（作業効率化メリット） 

・ Ａ・Ｂの手法による担い手への働きかけを市町村推進チーム内で役割分担

した上で実施する。 

・ 特に農業法人協会とは一昨年に協定を締結したことから、会員の借入農地

を機構へ付け替えるよう重点的に推進する。 

 

⑥ 樹園地における集積推進  

・ 樹園地の集積を進めるためには、担い手の規模拡大や経営効率化に繋がる

小規模基盤整備や改植事業と併せて、機構事業活用による集積・集約を推進

することが重要。 

 ・ 具体的には、県農地集積加速化事業の樹園地地区において、果樹経営支援

対策事業や熊本型樹園地集積モデル事業等を活用して、農地の集積と併せた

小規模基盤整備や改植を確実に実施し、地域のモデル園づくりを進める。こ

の場合、ＪＡや市町村、農業委員会等が中心となり、県の農業普及・振興課

や機構の駐在員等が強力にサポートしながら、地域の担い手と協力して取り

組む。 

・ また、機構が支援対象者となった果樹経営支援対策事業の取組手法につい

ても、県・機構・ＪＡで検討・協議を重ねながら新たな手法として確立して

いく。 



 

⑦ 基盤整備を契機とした更なる面的集積の実現  

・ 県営基盤整備事業や農地耕作条件改善事業等の基盤整備事業実施地区にお

いて、市町村の基盤整備部局や一般農政部局等が中心となり機構や農業委員

会、県、ＪＡ、土地改良区等が連携協力して推進を図り、それぞれの地区の

整備の実施状況に応じた具体的な集積手法を機構から提案しつつ、基盤整備

の効果を一層高めるよう機構事業の活用を拡大していく。 

・ さらに、機構が借り受けた農地について所有者の同意や地元負担金無しで

基盤整備が可能になるという土地改良法改正案に対応して、基盤整備部局と

連携し、その具体的な取組み手法を検討のうえ取組みモデルをまとめ、地域

に提案していく。 

 

⑧ 担い手との意見交換会やマスコミ等を活用した広報活動の展開  

・ 認定農業者連絡協議会や指導農業士会、一昨年度に協定を結んだ農業法人

協会等の担い手組織に対して、引き続き積極的に意見交換会を呼びかけ、機

構事業への意見収集を図るとともに機構事業に係る認識を高める取組みを

行う。 

・ 一方、農地中間管理事業などの情報が届きにくい農地の出し手を主なター

ゲットとして、市町村広報誌やマスコミ等による広報活動を広げ、出し手の

掘起しを進める。 


